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１　国家戦略特区の推進
平成26年５月に大阪府の全域が「関西圏」として国家戦略特区に指定されたことを受け、特区を活用した事業の推進を図るため、国や関係自治体、関係機関との協議・調整を行い、国に規制改革を提案するとともに、区域計画の策定を行った。
（１）関西圏国家戦略特別区域会議の開催
関西圏国家戦略特別区域会議において、区域計画の策定や特区事業の実施に関し、必要な協議を行った。
○会議開催状況
	
	開催日
	場所

	第34回
	令和６年５月29日
	Web開催(中央合同庁舎８号館)

	第35回
	令和６年12月10日
	Web開催(中央合同庁舎８号館)


（２）関西圏国家戦略特別区域計画の策定
関西圏における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動拠点の形成を図るため、区域計画を策定し、内閣総理大臣の認定を受けた。
○区域計画認定状況（国家戦略特別区域諮問会議）
	認定回数
	認定日
	内容

	第30回
	令和６年６月４日
	国家戦略特別区域調剤業務一部委託事業

	第31回
	令和６年12月19日
	国家戦略特別区域会社設立登記手続の英語対応事業

	―
	令和７年３月７日
	軽微な変更のみ


（３）国家戦略特区における新たな措置に係る提案について
大阪府と大阪市が共同で提案を行った「国家戦略特別区域における会社の設立登記手続の英語対応（法務省関係）」が、令和６年11月25日に特例措置化された。

　大阪府と大阪市が共同で提案を行った「在留資格認定証明書交付申請に係る日本語訳不要の明確化」が、特例措置化を経ず、令和７年３月28日に全国措置として実現された。
２　関西イノベーション国際戦略総合特区の推進
大阪・関西の強みであるライフサイエンス分野やバッテリー等のグリーン分野におけるイノベーション創出を目的とした「関西イノベーション国際戦略総合特区」の推進に関し、国や関係機関との調整を行った。
３　構造改革特区に係る調整
規制の特例措置の提案や特区計画の申請等に関して、庁内関係部局や関係行政機関等と総合的な調整を行った。
４　スマートヘルスに関する取組の推進
　　　「いのち輝く未来社会のデザイン」がテーマの2025年大阪・関西万博までに、超高齢社会のスマートシティモデルで世界のトップランナー「大阪スマートヘルスシティ」となることをめざし、府民の健康づくり等に資する次世代スマートヘルス分野のスタートアップへの支援や、必要な規制改革提案等に取り組んだ。
・大阪における次世代スマートヘルス分野のスタートアップ・エコシステムの確立を図るため、令和６年度から令和７年度の２か年事業として「次世代スマートヘルススタートアップ創出事業」を開始し、以下の取組を実施した。
（１） 次世代スマートヘルス分野のスタートアップ（ＳＵ）の発掘
（２） ＳＵの治療・予防アプリ等の社会実装支援
（３） 万博開催の機を捉えたＳＵの治療・予防アプリ等の社会実装機会の拡大支援
（４） （１）～（３）の効果的・効率的なＰＲ等
・次世代スマートヘルス分野のスタートアップにおける支援環境づくりに取り組む「次世代スマートヘルス・ラウンドテーブル大阪」の運営等を行った。
スーパーシティ推進グループ
１　スーパーシティの推進
複数分野の先端的サービスの提供と大胆な規制改革等によって、未来の生活を先行実現する「大阪府・大阪市スーパーシティ構想」の実現に向け、大阪市とともに大学、企業及び経済団体等との連携・協議等に取り組んだ。

（１）進捗状況
	開催日
	概要

	令和６年
５月29日
	〇第２回大阪府・大阪市スーパーシティ型国家戦略区域会議にて、必要な協議を行った。

	令和７年
３月
	〇第５回大阪スーパーシティ協議会（書面）において、大阪スーパーシティ全体計画の推進状況や全体計画のフェーズ3（万博後）の検討について意見交換を行った。


